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論 文 の 内 容 の 要 旨

　XML （Extensible Markup Language）は、データ表現のデファクトスタンダードとして広く利用されるよう

になった。このため、XPathや XQueryに基づく従来の問合せ処理だけではなく、より複雑な分析処理を

XML上で行うことが重要になっている。本論文では、XMLデータによる多次元分析を可能にする XML-

OLAPについて議論している。本研究での主な貢献は以下のとおりである。

　1）XMLにおける OLAP分析のための XML-OLALPモデルの提案

　2） XMLにおける木構造に基づく集約処理を可能にする TOPOLOGICAL ROLLUPのためのアルゴリズムの

提案

　3）関係データベースを利用した XML-OLAPの実装指針の提案

　1）については、XMLのための標準的な問合せ言語である XQueryの計算モデルをベースに、木タプル（tree 

tuple）に基づく多次元キューブを定義した。利用者は、XPathもしくは XQueryによって OLAP分析のため

の事実（Fact）と次元（Dimension）を定義することによって、任意の XMLデータの上に多次元キューブを

構成することができる。さらに、多次元キューブ上の演算として、従来の OLAPに準じた各種演算（SLICE、

DICE、PIVOT、ROTATE、ROLLUP等）を定義した。これにより、XMLを対象に多次元分析が可能になる。

　2）については、XML-OLAP固有の演算である TOPOLOGICAL ROLLUP に焦点を当て、その効率的な処理

アルゴリズムを提案している。 TOPOLOGICAL ROLLUP とは、XMLの木構造に従って、複数の詳細度に対

する集約計算を行なう XML-OLAPに固有の演算である。XMLデータが巨大かつ多数のレベルを持つ場合、

多数の集約演算を繰り返し行なわなければならないため、効率的な処理方法を提供することが重要である。

本研究では、構造結合演算に基づいた四種類のアルゴリズム（TDA、BUA、SSC-Pre、SSC-Post）を提案し、

その性能を比較している。特に SSC-Preと SSC-Postは、TDAと BUAに比べて効率的であることが示された。

さらに、近年一般的になっているマルチコア CPU環境を活用した更なる効率化のために、SSC-Pre、SSC-

Postのための並列化アルゴリズムを提案し、その性能を実験によって検証している。

　3）については、これまでに提案した XML-OLAPシステムを、既存の関係データベースを利用して実装す
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るための方針について議論している。まず XQueryをベースに XML-OLAP問合せが可能となるような構文

の拡張を提案している。その拡張 XQuery構文をサポートする処理系として、既存の関係データベースを基

礎とする関係 XMLデータベースをベースとした実装を示している。利用者から与えられた XQuery問合せ

はパーサによって問合せ処理木に変換され、通常の XQueryと同様に処理される。XML-OLAPに固有の演算

については、提案したアルゴリズムによって処理が行われ、最終的な結果は XMLに変換された後、利用者

に返却される。

審 査 の 結 果 の 要 旨

　XML-OLAPは、XMLデータに対して多次元分析を可能にする新たな手法である。本研究では、そのため

の新たなモデルならびに効率的な処理アルゴリズムを提案している。さらに、関係データベースに基づく実

装に対する指針を与えている。XMLデータに対する新たな分析手法を提案している点において関連分野に

対する大きな貢献が認められる。以上により、本研究は情報工学上の貢献が大きいと判断される。今後、提

案手法のシステム化や実データへの適用などの残された研究課題に関して研究が進められることが期待され

る。

　よって、著者は博士（工学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。


